
強化プラスチック複合管(継手)の耐震計算

1.設計条件

　（1） 管に関する設計条件
管種 強化プラスチック複合管(K-2)Ｂ形
管の呼び径 2000 mm
管の外径 Ｄ ＝ 2080 mm
規格管厚 ｔ ＝ 40 mm
計算管厚 to ＝ 40 mm
管長 Ｌ ＝ 4.00 m
管の断面積  A　＝π/4・｛ Ｄ2 － （ Ｄ - 2ｔo ＝ 2563.5 cm2

管の断面係数 Z　＝π/32・｛ Ｄ4 － （ Ｄ - 2ｔo )4 }/Ｄ　　＝ 128276 cm3

I　＝π/64・｛ Ｄ4 － （ Ｄ - 2ｔo ＝ 13340660 cm⁴
管の許容応力 （ﾚﾍﾞﾙ1) σo ＝ 7.35 N/mm2
管の許容応力 （ﾚﾍﾞﾙ2) σo ＝ 7.35 N/mm2
ポアソン比 ν ＝ 0.3
管の弾性係数 Ｅ ＝ 8.8 kN/mm2
線膨張係数 α ＝ 0.00003
継手の設計照査用最大伸び量δ0 95 mm
継手の接合時の許容屈曲角度θ0 2゜30'

　（2） 土圧の設計条件
管の土被り ｈ ＝ 3.00 m
道路の状態 舗 装
温度変化 △Ｔ ＝ 20 ℃

不同沈下による軸方向ひずみ
軟弱地盤区間 Ｌ ＝ 60.00 m
 不同沈下量 ds ＝ 0.20 m

　（3）荷重の設計条件
設計内圧 ＰI ＝ 0.2 Mpa
自動車荷重 T-25 Ｐ ＝ 100 kN
衝撃係数 i ＝ 0.1
断面力の低減係数 β ＝ 0.9
その他荷重 Ｗs ＝ 0 N/mm
土の単位体積重量 γt ＝ 17 kN/m3
管と地盤との摩擦力 τ ＝ 0.01 N/mm2
鉛直方向地盤反力係数 Ｋv ＝ 9800 kN/m3
管路の重要度係数 レベル1 ν1 ＝ 3.12

ν2 ＝ 1.00
　（4）地震力の設計条件

基盤面における基準水平震度 K'h01 ＝ 0.15
基盤面における設計水平震度 K'h1 ＝ 0.15
地域別補正係数 Ｃz ＝ 1.00 A区分

管の断面２次モーメント



　（5）地盤条件

表-1地盤条件
層 深度 層厚 土の単位

堆積時代 土質名 N値 重量γti
i (m) Hi(m) (kN/m3)
1 25.00 25.00 沖積世 砂質土 2 17.0
2 30.00 5.00 沖積世 粘性土 5 17.0
3
4
5
6
7 　　　
8 　　　
9 　　　
10 　　　

基盤層 30.00 洪積世 砂質土 50

2.　常時荷重による管体応力及び継手伸縮量

　（1）管体応力

①内圧による軸方向応力

ν・Ｐi ( D - to )
2・to

0.30×0.20×(2,080.0－40.0)
2×40.00

ここに、σpi ：　内圧による軸方向応力
ν ：　鋼のポアソン比
Ｐi ：　内圧
Ｄ ：　管の外径
to ：　計算管厚
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　②自動車荷重+その他荷重による管体応力

   2×Ｐ×Ｄ×(1+i)  ×β
  　　2.75×(a　+　2ｈ)

 　2　×100× 2.080× (1+0.1）×0.9
    　　2.75×(0.20+2×3.0)

＝ 24.155 kN/m 　＝ 24.155 N/mm

ここに、  Ｗ : 自動車荷重（N/mm）
Ｐ : 自動車１後輪当たりの荷重
Ｄ : 管の外径
ａ : 接地幅
ｈ : 管の土被り
i : 衝撃係数 ( 0.1 )

β＝ 0.9
表-2　衝撃係数

土被り深さ(m) h≦ 1.5 1.5<h<2.5 h≦ 2.5
未舗装 0.4 0.3 0.2

ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｱｽﾌｧﾙﾄ 0.3 0.2 0.1

表-3　断面力の低減係数
荷重条件 低減係数β
Ｔ-25 0.9
Ｔ-20以下 1.0

その他の荷重Ｗs＝ 0 N/mm

Ｗ＝ Ｗt ＋ Ｗs ＝ 24.155 ＋　0.00 ＝ 24.155 N/mm

従って荷重による管体応力は

0.322Ｗ
Ｚ

 0.322 ×24.155 8,800×133,406,600,000
128,276,000 0.009800×2,080

＝ 0.460 N/mm2

ここに、  Ｗ ：自動車荷重+その他荷重
Ｚ ：管の断面係数 128276 cm3
Ｅ ：管の弾性係数 8.8 kN/mm2
Ｉ ：管の断面２次モーメント 13340660 cm4

Ｋｖ ：鉛直方向地盤反力係数 9800 kN/m3
Ｄ ：管の外径 2080 mm
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図-2自動車荷重の分布図
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　(2) 継手部の管軸方向伸縮量

① 内圧による継手伸縮量

σP1・Ｌ
E

1.53 ×4,000
8,800

＝ 0.695 mm

ここに、e1 :内圧による継手伸縮量（mm）
L :管長

ΣP1 :内圧による軸方向応力
Ｅ ：管の弾性係数 8.8 kN/mm2

② 自動車荷重による継手伸縮量

σpo・Ｌ
E

0.46 ×4,000
8,800

＝ 0.209 mm

ここに、e1 自動車荷重による継手伸縮量(mm）
L :管長

σpo :自動車荷重による軸方向応力
Ｅ ：管の弾性係数 8.8 kN/mm2

 ③ 温度変化による継手伸縮量

et ＝ α⊿Ｔ・Ｌ＝ 000030×20×4,000＝ 2.400 mm

ここに、et ：温度変化による継手伸縮量
α ：鋼の線膨張係数

⊿Ｔ ：温度変化（°C)
Ｌ ：管長(mm)

④ 不同沈下による継手伸縮量

 　不同沈下による継手伸縮量は、図のような状態を想定して算出する。
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図-3　不当沈下想定図
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軟弱地盤区域Ｌｓにおいて、その中央部がｄｓ不同沈下を生じたと想定すると

ｌｓ（＝Ｌｓ／２）区間における軸心の伸び△ｌｓは、

△Ls　＝ 　　　Ｌs2　　　＋　　　ds2　　－　　Ｌs

＝     20 2　 ＋　3,000 2         －3,000

＝ 0.067 （cm)

Ｌs＝ 30 m
ds＝ 0.20 m

この伸び△Lsは、30ｍ区間の8ヶ所の継手に分散吸収されるが、ここでは１ヶ所の継手に
集中したときを仮定する。

ed=⊿Ls＝ 0.067 （cm)  = 0.67 (mm)

3. 地盤のせん断弾性波速度

表層地盤のせん断弾性波速度は、次式より求める。

Σ Ｈi　
　Ｈi　
　Ｖsi　

＝ 77.79 m/s

ここに、VDS ：表層地盤の平均剪断弾性波速度
Ｈi ：i番目の地層の厚さ(s)

Ｖsi ：i番目の地層の平均剪断弾性波速度（m/s)

表-4　せん断弾性波速度の計算式（せん断ひずみとの関係）

10-3 10-4 10-5

粘性土 129Ni0.183 156Ni0.183 172Ni0.183

砂質土 123Ni0.125 200Ni0.125 205Ni0.125

粘性土 122Ni0.0777 142Ni0.0777 143Ni0.0777

砂質土 61.8Ni
0.211 90Ni0.211 103Ni0.211

4.　表層地盤の特性値

表層地盤の特性値は次式で計算される。

　Ｈi　
　Ｖsi　

＝ 4×0.38566 ＝ 1.543 (s)

ＴG ；表層地盤の特性値（s）
Ｈi ：i番目の地層の厚さ(s)

Ｖsi ：i番目の地層の平均剪断弾性波速度（m/s)

表層地盤ではせん断歪みが10-3レベルの値を用い、基盤に

おいては10-6レベルの値を用いる。
土質に関わらずNi=0のときVsi=50(m/s)

Ｎｉ ：標準貫入試験によるi番目の地層の平均N値
ｉ ：当該地盤が地表面から基盤面までn層に区分されるときの
地表面からi番目の地層の番号

4  　Σ

Σ
ＶDS＝

ＴG＝

Vs(m/s)
堆積時代別土質

洪積世

沖積世

n

i=1

図 3　不当沈下想定図
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層 深度 Ｈi　
堆積時代 土質名 N値 層厚Hi Vsi

i (m) (ｍ/s ) (s)
1 25.00 沖積世 砂質土 2 25.00 71.533 0.34949
2 30.00 沖積世 粘性土 5 5.00 138.251 0.03617
3
4
5
6
7
8
9
10
Σ 30.000 0.38566

基盤 洪積世 砂質土 50 334.29

　5.　地震動の波長

地震動の波長は、次式より求める。

2×L１×Ｌ2 2×120.03×515.81
L１+Ｌ2 120.03＋ 515.81

＝ 194.74 m

また、みかけの波長は次式で求まる。

Ｌ’＝  2　Ｌ ＝ 275.40 m

ここに、VDS ：表層地盤の平均せん断弾性波速度
ＶBS ：基盤のせん断弾性波速度 334.29 m/s
ＴG ：表層地盤の特性値 ＝ 1.543 s

Ｌ1＝ＶDS・TG＝ 120.03 m
Ｌ2＝ＶBS・TG＝ 515.81 m

6.　地盤の剛性係数

地震動レベル１に対しては、地盤と管路の滑りを考慮しない耐震計算式を適用する。
 この場合、埋設管路の管軸方向及び管軸直交方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数
が必要となるが、これらは次式によって求める。

γt 17 2

g 9.8

　　＝ 13314.6 kN/m2 ＝ 13.315 N/mm2

γt 17 2

g 9.8

　　＝ 26629.1 kN/m2 ＝ 26.629 N/mm2

γt ：土の単位体積重
g ：重力加速度

Ｖs ：管路位置での表層地盤1層目の剪断弾性波速度 71.533
Ｃ1、Ｃ2 ：埋設管路の管軸および管軸直交方向の単位長さ当たりの地盤の

　剛性係数に対する定数であり、一般には、おおむねＣ1＝1.5
　Ｃ2＝3　前後の値になると想定される。

× 71.53Ｃ1　・ 1.5×＝

＝

＝　ＶS2 × 71.53

せん断弾
性波速度

L ＝

Ｋg1＝ 　ＶS2

Ｋg2＝ Ｃ2　・ 　3×



7.　レベル１地震動に対する検討

  （1）  速度応答スペクトル

地表層下面から単位震度1.0を与えた場合の地表層上面の応答速度は、表層地盤の固有周期
に応じて図３から求める。この図は地震動の速度応答スペクトルと呼ばれるものである。

設計用速度応答スペクトルＳv （地震動レベル１）

 これより、表層地盤の固有周期ＴGが ＝ 1.54 s の場合の
基盤地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトルＶsは以下のように求まる。

Ｓv　＝ 80 cm/s

  （2） 管軸位置の地盤の水平変位振幅

地盤の水平変位振幅は、地表面からｘ（m）の位置において次式で求める。ここに、ｘは
管中心深さとする。

　　2　　 πh’

π2 　2Ｈ
　　2　　 π×4.04

π2 2×30.00
＝ 3.67 cm

Ｕｈ1'＝ 3.67 cm
ここに、 Ｕh1 ：軸位置の地盤の水平変位振幅（cm）

 Ｕh1' ：地盤の増幅を考慮した地盤の水平変位振幅
Ｓv ：基盤地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトル
ＴG ：表層地盤の固有周期

Ｋ'h1 ：基盤面における設計水平震度
h' ：管中心の深さ 　 ｈ＋Ｄ/2＝ 4.04 m
h ：管の土被り 3.00 m
Ｄ ：管の外径 2.080 m
Ｈ ：表層地盤の厚さ 30.00 m
η 1.0

＝ 80×1.543×0.15×cos

：地盤の不均一度係数=

Ｓv・ＴG・Ｋh1× cosＵｈ1＝
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　（3）地盤変位の管路に対する伝達係数
 　地盤変位の伝達係数に係わる係数λ1、λ2は次式で求まる。

　Ｋg1 13.315 ×100
ＥＡ 880,000×2,563.50

＝ 0.000768 cm-1

　Ｋg2 26.629 ×100
ＥＩ 880,000×13,340,660.0

＝ 0.003881 cm-1

これより、地盤変位の伝達係数は以下のように計算される。

1 1
2π 2π

λ1・Ｌ 0.00077×27,540

＝ 0.919

1 1
2π 2π

λ1・Ｌ 0.00388×19,474

＝ 1.000

α1 ：管軸方向の地盤変位の伝達係数
α2 ：管軸直交方向の地盤変位の伝達係数
λ1 ：地盤変位の伝達係数に係わる係数
λ2 ：地盤変位の伝達係数に係わる係数
Ｌ' ：みかけの波長
Ｌ ：波長

　（4）　応力に対する補正係数
 　埋設管路を連続とした場合の応力に対する埋設管路に伸縮可撓継手がある場合の応力の
補正係数は次式で求める。

　　　φ1(x)2　＋　φ2(x)2
xp（υ’λ₁Ｌ’）－exp（－υ’λ₁Ｌ’)

0.008692  ＋ -0.000402 
exp（0.015×0.00077×27,540）－exp（－0.015×0.00077×27,540)

＝ 0.01345

ξ2　＝ 　　φ3(x)2 ＋　φ4(x)2

＝ -0.001002　　+   -0.016452

＝ 0.01648

ここに、ξ1(x) : 伸縮可撓継手がある場合の軸応力の補正係数
ξ2(x) : 伸縮可撓継手がある場合の曲げ応力の補正係数

ℓ : 伸縮可撓継手間の長さ
Ｋg2 : 管軸直交方向の地盤の剛性係数

Ｅ : 管の弾性係数
Ｉ : 管の断面２次モーメント

Ｌ : 波長
Ｌ’ : みかけの波長

x＝ℓ/2＝ 2.00 m（伸縮可撓継手間の中央で応力が最大となるため）

1　＋　（ 　）2
α1＝

＝α2＝ 1　＋　（ 　）4

λ2　＝4   ＝ 4

λ1　＝

ξ1　＝

　）4

  ＝ 

　）2
＝

1　＋　（

1　＋　（

＝



  Ｋg2   26.629 ×100
４ＥＩ 4×880,000×13,340,660

＝ 0.00274

υ＝ ℓ/Ｌ＝ 400/19,474＝ 0.021
υ’＝ ℓ･Ｌ’＝ 400/27,540＝ 0.015
μ＝ x/L＝ 200/19,474＝ 0.01

μ’＝ x/L’＝ 200/27,540＝ 0.007
υβＬ＝ 1.12053
μβＬ= 0.53359

Ｃ₁＝ sin（υβＬ）sinh（υβＬ）＝ 1.234
Ｃ₂＝ sin（υβＬ）cosh（υβＬ）＝ 1.527
Ｃ₃＝ cos（υβＬ）sinh（υβＬ）＝ 0.596
Ｃ₄＝ cos（υβＬ）cosh（υβＬ）＝ 0.738
ｅ₁＝ sin（μβＬ）sinh（μβＬ）＝ 0.284
ｅ₂＝ sin（μβＬ）cosh（μβＬ）＝ 0.583
ｅ₃＝ cos（μβＬ）sinh（μβＬ）＝ 0.482
ｅ₄＝ cos（μβＬ）cosh（μβＬ）＝ 0.986

⊿＝（Ｃ₃＋Ｃ₂）（Ｃ₃－Ｃ₂）＋2Ｃ₁2＝ 1.069

f₁＝1/⊿[{Ｃ₁（C₄－Ｃ₁）－Ｃ₃（Ｃ₃＋Ｃ₂）－Ｃ₁cos（2πυ）}
        2π/βL＋(Ｃ₃＋Ｃ₂）sin（2πυ）] ＝ -0.08026

f₂＝1/⊿[Ｃ₁（C₃－Ｃ₂）－Ｃ₄（Ｃ₃＋Ｃ₂）＋(Ｃ₃＋Ｃ₂）
　　　cos（2πυ）＋Ｃ₁・2π/βL・sin（2πυ） -0.55376

f₃＝1/⊿[{Ｃ₁（C₄＋Ｃ₁）－Ｃ₂（Ｃ₃＋Ｃ₂）－Ｃ₁cos（2πυ）}
        2π/βL＋(Ｃ₃＋Ｃ₂）sin（2πυ）] ＝ 0.03749

f₄＝1/⊿[｛Ｃ₃（C₄＋Ｃ₁）－Ｃ₂（Ｃ₄－Ｃ₁）＋(Ｃ₂－Ｃ₃）
　　　cos（2πυ）｝2π/βL－2Ｃ₁sin（2πυ） 0.01081

f₅＝1/⊿[｛(C₃－Ｃ₂）2＋2Ｃ₁Ｃ₄－2Ｃ₁cos（2πυ）
　　－(C₂－Ｃ₃）2π/βL・sin（2πυ）] ＝ 0.21251

φ₁（ｘ）＝［exp（－υ’λ₁L')-cos(2πυ')］ exp（μ’λ₁L'）
　　　　　-［exp（υ’λ₁L')-cos(2πυ')］ exp（-μ’λ₁L'）
　　　　　＋2sinh（υ’λ₁L'）cos（2πμ’）＝ 0.00869

φ₂（ｘ）＝2sin（2πυ’）Sinh（μ’λ₁L'）
　　　　　　-2sin（2πμ’）sinh（υ’λ₁L'）　＝ -0.0004

φ₃（ｘ）＝ｆ₃ｅ₃-ｆ₁ｅ₃-ｆ₄ｅ₁－ sin（2πμ）　　　 ＝ -0.001

φ₄（ｘ）＝ｅ₄＋ｆ₂ｅ₃-ｆ₂ｅ₂－ ｆ₅ｅ₁－ cos（2πμ） -0.01645

　（5）管体応力

　埋設管路に伸縮可撓継手がある場合の管体応力は次式によって計算する。

πＵh1' π×3.67
Ｌ 19474

　　＝ 0.479 kN/cm2  4.79 N/mm2

Ｅ      ＝ 0.919× × 880σ1L＝

β　＝4   ＝ 4

α1　・



19474 2

　　＝ 0.035 kN/cm2  0.35 N/mm2

σ1L :埋設管路の軸応力（N/mm2)
σ1B :埋設管路の曲げ応力（N/mm2)
α1 :管軸方向の地盤変位の伝達係数
α2 :管軸直交方向の地盤変位の伝達係数
Ｕh1 :管軸上の地盤の水平変位振幅

L :波長
D :管の外径
E :管の弾性係数

σ'1L＝ξ1・σ1L　＝ 0.013×4.790＝ 0.062

σ'1B＝ξ2・σ1B　＝ 0.016×0.350＝ 0.006

σ'1B＝      ν(σ’1L )2 + (σ’1B )2

＝ 3.12  × 0.062 2  　　＋ 0.006 2

＝ 0.11 N/mm2

σ'1L ：伸縮可撓継手間の中央部における軸応力（N/mm2)
σ'1B ：伸縮可撓継手間の中央部における曲げ応力（N/mm2)
σ'1X ：伸縮可撓継手間の中央部における軸応力と曲げ応力

の合成応力（N/mm2)
ξ1 ：伸縮可撓継手がある場合の軸応力の補正係数
ξ2 ：伸縮可撓継手がある場合の曲げ応力の補正係数

σ1L ：埋設管路を連続とした場合の軸応力
σ1B ：埋設管路を連続とした場合の曲げ応力

ν ：管路の重要度係数

　（6）　継手の管軸方向伸縮量

　 （簡便計算法による場合)

ｅL ＝ εG1・ℓ　＝ 0.00059×400＝ 0.236cm= 2.36mm

ｅL ：管軸方向継手伸縮量（mm）
ℓ ：伸縮可撓継手の長さ

εG1 ：管軸方向の地盤歪み

π・Ｕh1
L

1.0 × π×3.67
19474

＝ 0.00059 ( 0.059 % )

ここに、　　Ｕｈ1 ：管軸上の地盤の水平変位振幅
Ｌ ：波長

η 1.0

σ1B＝ Ｅ

＝ 1.000×
2π2×208.0×3.67

Ｌ2
α2　・

＝

εG1＝

× 880

2π2Ｄ・Ｕh1'

：地盤の不均一度係数=

η　・



　（応答変位法による耐震計算法の場合）

UJ1 = U01 ・ UJ ＝ 0.234cm= 2.34mm

ここに、Uj1 ：管軸方向継手伸縮量(m)
U01 ：無限連続梁とした場合の梁の管軸方向相対変位量(m)

U01 =α1 ・ Ua1 = 2.389 cm

2 π ℓ 2π×400
Ｌ’ 27540

β1＝  λ1　・　ℓ 0.307

1

Ua1  ：地盤の管軸方向の水平変位振幅(m)
Uh1'  ：地盤の増幅を考慮した地盤の水平変位振幅

　（7）　継手の屈曲角度

　　　継手の屈曲角度は次式で決まる。

4πℓＵh1'
Ｌ2

4π2×400×3.670
19,4742

＝ 0.000153 rad     ＝ 0゜ 0' 32"

θ1 ：継手の屈曲角度
ℓ ：伸縮可撓継手間の長さ

Ｕh1 ：管軸上の地盤の水平変位振幅
Ｌ ：波長

θ1 ＝

＝

Uｊ＝
2 ν1｜coshβ1－　cosν1｜

β1・ sinhβ1

ν1 ＝

Ua1 ＝ U'h1  ＝ 2.60 cm

2.389×0.098＝

＝0.000768×400＝

＝ ＝ 0.091

＝ 0.098

2



8. レベル２地震動に対する検討

 　（1）速度応答スペクトル

         設計用速度応答スペクトルＳv’ （地震動レベル２）

    これより、表層地盤の固有周期ＴG＝ 1.543 s の場合の応答速度は以下のように求まる。

Ｓv'₁＝ 100.00 cm/s Ｓv’＝ 100.00 cm/s

ここに、Ｓv’ ：基盤地震動の単位震度当たりの速度応答スペクトル（cm/s）

 　（2）　地盤の水平変位振幅

 地盤の水平変位振幅は、地表面からｘ（m）の位置において次式で求める。
　　2　　 πh’

π2 　2Ｈ
　　2　　 π×4.04

π2 2×30.00
＝ 30.57 cm

　　2　　 πh’

π2 　2Ｈ
　　2　　 π×4.04

π2 2×30.00
＝ 30.57 cm

ここに、 Ｕh2 ：管中心深さｘにおける地盤の水平変位振幅（cm）
Ｓv'₁ ：基盤地震動の速度応答速度応答スペクトル（軸応力検討用）
Ｓv' ：基盤地震動の速度応答速度応答スペクトル
ＴG ：表層地盤の固有周期

Ｋ'h1 ：基盤面における設計水平震度
h' ：管中心の深さ 　 ｈ＋Ｄ/2＝ 4.04 m
h ：管の土被り 3.00 m
Ｄ ：管の外径 2.080 m
Ｈ ：表層地盤の厚さ 30.00 m

Ｕｈ22＝ Ｓv'  ・ ＴG  ×  cos

＝ 100.00×1.543×cos

＝ 100.00×1.543×cos

Ｕｈ21＝ Ｓv'₁  ・ ＴG  ×  cos

表層地盤の固有周期（ＴＧ）（s）

基
盤

地
震

動
の

速
度

応
答

（
Ｓ

Ｖ
’
）
（
c
m

/
s）

表層地盤の固有周期（ＴＧ）（s）

 レベル２地震動における地表層上面の応答速度は下図より求める。
ここには、最大値として100cm/s（上限）と70cm/s（下限）の２種類が示されている
が、これらは管路の重要度に合わせて使い分ける。従って、本管路の 重要度（ラン
クＡ）の場合の応答速度は、これらのうち上限側のスペクトル線図を使用する。

表層地盤の固有周期（ＴＧ）（s）
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 　 （3）　管体応力

管体の軸応力は、次式により計算する。

π･Ｄ･τ･ℓ
2A

π×208.0×0.010×400
2×2,563.5

＝ 0.510 N/mm2

ここに、σ’2L ：伸縮可撓継手間の中央部における軸応力（N/mm2)
Ｄ ：管の外径
τ ：管と地盤との摩擦力
ℓ ：伸縮可撓継手間の長さ

Ａ ：管の断面積

また、埋設管路を連続とした場合の管体の曲げ応力は次式で求まる。

2π2×208.0×30.57
19,4742

＝ 2.912 N/mm2

ここに、ε2L ：埋設鋼管路の軸ひずみ
ε2B ：埋設鋼管路の曲げひずみ
α2 ：管軸直交方向の地盤変位の伝達係数
Ｕh2 ：管軸上の地盤の水平変位振幅
Ｕh2' ：管軸上の地盤の水平変位振幅

Ｕh2'＝ η・Uh2＝ 30.57
η 1.0
Ｌ ：波長
Ｄ ：管の外径

ＥG2 ：レベル２地震動における管軸方向の地盤ひずみ
これより、埋設管路に伸縮可撓継手がある場合の管体の曲げ応力は次式によって求まる。

2 σ’2L（x)＝σ2L（x) 0.013×0.51＝ 0.007 N/mm2
σ’2B（x)＝ξ₂（x)・σ2B（x)　＝ 0.016×2.91＝ 0.047 N/mm2

σ’2B(x) ：伸縮可撓継手間の中央部における曲げ応力
ξ2(x) ：伸縮可撓継手がある場合の曲げ応力の補正係数

σ2B ：埋設管路を連続とした場合の曲げ応力

以上より、埋設管路に伸縮可撓継手がある場合の管体応力は以下のように求まる。

σ'2ｘ（x)＝   　 γ｛σ’2L(x) }2 + {σ’2B(x) }2

＝ 1.00  × 0.510 2  　　＋ 0.047 2

＝ 0.512 N/mm2

ここに、σ’2x(x) 伸縮可撓継手間の中央部における軸応力と曲げ応力の合成応力
σ’2L 伸縮可撓継手間の中央部における軸応力

σ’2B(x) 伸縮可撓継手間の中央部における曲げ応力
γ ：管路の重要度係数

＝

：地盤の不均一度係数=

＝ 1.000×

2π2Ｄ・Ｕh2'

Ｌ2
σ2B ＝ α2

σ2L＝

Ε

×8800



   (4) 継手の管軸方向伸縮量

（簡便計算法による場合)

ｅ2 ＝ εG2・L　＝ 0.00493×400＝ 1.972cm= 19.72mm

ｅL ：管軸方向継手伸縮量（mm）
ℓ ：伸縮可撓継手の長さ

εG1 ：管軸方向の地盤歪み
π Ｕhz

Ｌ
1.0×π×30.57

19,474

＝ 0.00493 ( 0.493 % )

Ｕh2 ：管軸上の地盤の水平変位振幅
Ｌ ：波長

η 1.0

　（応答変位法による耐震計算法の場合）

UJ2 = U02 ・ UJ ＝ 1.945cm= 19.45mm

ここに、Uj1 ：管軸方向継手伸縮量(m)
U01 ：無限連続梁とした場合の梁の管軸方向相対変位量(m)

U02 =α1 ・ Ua2 = 19.85 cm

2 π ℓ 2π×400
Ｌ’ 27540

β1＝  λ1　・　ℓ 0.3072

1

Ua1  ：地盤の管軸方向の水平変位振幅(m)
Uh1'  ：地盤の増幅を考慮した地盤の水平変位振幅

   (5) 継手の屈曲角度

　　　継手の屈曲角度は次式で決まる。

4π2　ℓＵh2'
Ｌ2

4π2×400×30.570
19,4742

＝ 0.001273 rad     ＝ 0゜ 4' 23"

θ2 ：継手の屈曲角度
ℓ ：伸縮可撓継手間の長さ

Ｕh2 ：管軸上の地盤の水平変位振幅
Ｌ ：波長

：地盤の不均一度係数=

θ2 ＝

＝

＝

η　・

Ua2 ＝

ν1 ＝

UJ＝

εG2 ＝

U'h2  ＝

＝

21.6 cm

19.850×0.098＝

＝ 0.091

＝0.000768×400＝

2 ν1｜coshβ1－　cosν1｜ ＝ 0.098
β1・ sinhβ1

2



   (6) 安全性の照査

管体応力、継手部の伸縮量及び屈曲角度は次のようである。
TRUE

項    目 レベル１ レベル2
管 1.530 1.530
体 0.460 0.460
応 地震時 0.110 0.512
力   軸方向応力合計 2.100 2.502

　許容応力 7.350 7.350
(N/mm2) 　安全率 3.50 2.94

　判　定 OK OK
0.695 0.695

継 0.209 0.209
手 2.400 2.400
伸 0.670 0.670
縮 地震時 (応答変位法) 2.340 19.450
量   伸縮量合計 6.315 23.425

　設計照査用最大伸縮量　 95 95
（mm） 　安全率 15.04 4.06

　判　定 OK OK
継手屈 地震時 0゜ 0' 32" 0゜ 4' 23"
曲角度   許容屈曲角度 2゜30' 2゜30'

　判　定 OK OK

常時

常時
温度変化  ⊿Ｔ＝20℃
不同沈下　   Ｌ＝0.2m

設計内圧  Ｐ＝0.2Mpa
自動車     Ｗ＝24.155N/mm

設計内圧    Ｐ＝0.2Mpa
自動車       Ｗ＝24.155N/mm


